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１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第75期

第３四半期
連結累計期間

第76期
第３四半期
連結累計期間

第75期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年12月31日

自 2022年４月１日
至 2022年12月31日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売上高 (百万円) 137,041 150,755 187,018

経常利益 (百万円) 13,618 9,371 15,713

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 9,843 5,084 10,835

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 17,946 21,506 21,885

純資産額 (百万円) 137,535 147,559 140,482

総資産額 (百万円) 218,427 244,207 220,609

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 121.22 64.04 133.42

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 121.16 64.01 133.36

自己資本比率 (％) 56.4 53.5 56.9

回次
第75期

第３四半期
連結会計期間

第76期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

自 2022年10月１日
至 2022年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 35.08 6.21

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

していません。

２ １株当たり四半期（当期）純利益金額および潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定

上の基礎となる普通株式の期中平均株式数について、その計算において控除する自己株式に、信託型従業

員持株インセンティブ・プラン（E-Ship）として保有する当社株式を含めています。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下の通りです。

（米州・欧州）

フジテック アルゼンチーナ S.A.について、重要性が増したため、第１四半期連結会計期間より、連結の範

囲に含めています。

（南アジア）

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの完全子会社であるフジテック インディア PRIVATE LTD.

を通じて、Express Lifts Limitedの発行済み全株式を取得したことにより、新たに子会社となったため、連結の

範囲に含めています。

なお、第１四半期連結会計期間において、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状

況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等） セグメント情報」の「３．報告セグメントの変更等

に関する事項」をご参照ください。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認

識している主要なリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重

要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在していません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）

が判断したものであります。

（１）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間の世界経済は、ウィズコロナへの移行が進むものの、資源価格高騰などによる世界

的な高インフレの継続とその抑制を目的とした各国の金融政策の影響により、総じて景気回復のペースは緩やか

なものとなりました。中国では新型コロナの感染再拡大による混乱から内外需ともに低迷し、また不動産不況も

継続しました。日本では、企業の景況感は、非製造業でインバウンド需要の回復などから改善する一方で、製造

業では資源価格高騰や急激な円安による原材料コスト増で悪化しており、二極化が進みました。

　このような状況のもと、当社グループにおいては、引き続き感染症対策に取り組むとともに、中期経営計画

“Vision24”の遂行に努めております。「販売戦略」においては、国内市場は、エレベータ非接触ボタン「エア

ータップ」が引き続き新生活様式のニーズに応える商品として堅調に推移し、モダニゼーションの新しいパッケ

ージ商品である「スマアップ」が好調でした。また、近畿エリアにおけるビジネスの中核拠点として近畿メトロ

ポリタンオフィスを開設いたしました。一方で、グローバル市場では地域毎の特性に合わせた地域別販売戦略に

取り組みました。特にシンガポール住宅開発局向けにエレベータ約300台を一括受注するなど南アジアの事業が活

況でした。「商品・技術戦略」では、各国市場の成熟度に合わせた戦略機種の開発・投入を進めるとともに、高

層建物向けに、地震発生時にエレベータの休止時間を短縮できる新たな地震対策機能の開発や、エレベータやエ

スカレータの稼働状況をはじめ各種情報をPCやスマホから遠隔で確認・設定できるウェブサービス「エレモリ」

の提供を開始しました。「生産・オペレーション戦略」では、グローバル調達推進による生産コスト削減に加え、

フィールド分野での据付業務効率の改善に向けて据付工法開発・技量向上による据付コスト革新に取り組むとと

もに、メンテナンス業務の一部にスマートグラスを導入し、熟練技術者による遠隔指導および技能伝承の促進と

業務効率化を推進しました。また、台湾エレベータ工場の設備増強などグローバル生産基盤の強化を図りまし

た。「コーポレート戦略」では、成長フェーズに向けてメキシコのElevadores EV International社をはじめとす

る国内外のM&Aを積極的に推進するとともに、資本政策においては、資本効率向上を目指した自己株式の取得を行

いました。また、ESGの観点では、ガバナンス強化のため取締役会の実効性・透明性向上に継続して取り組むとと

もに、持続可能な社会の実現に貢献するため、TCFDに準拠した情報開示対応や欧州向け当社商品の環境製品宣言

登録、さらにはTCFD提言への賛同を表明し、サステナビリティ推進体制の整備を図りました。
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　以上の結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間の経営成績の状況は、以下の通りとなりました。

（金額単位：百万円未満切捨て）

前第３四半期
連結累計期間

当第３四半期
連結累計期間

増減率（%）
為替の影響を除
く実質増減率

（%）
（2021年４月１日～
　2021年12月31日）

（2022年４月１日～
　2022年12月31日）

受

注

高

日 本 61,544 62,675 1.8 ―

東アジア 56,418 44,292 △21.5 △31.1

南アジア 14,648 20,534 40.2 24.1

米州・欧州 18,941 31,828 68.0 47.9

小 計 151,552 159,330 5.1 ―

調 整 額 △7,666 △10,206 ― ―

合 計 143,885 149,123 3.6 ―

受

注

残

高

日 本 75,396 80,024 6.1 ―

東アジア 94,651 97,494 3.0 △10.1

南アジア 21,053 26,643 26.6 12.0

米州・欧州 32,399 44,472 37.3 20.2

小 計 223,501 248,634 11.2 ―

調 整 額 △2,678 △4,715 ― ―

合 計 220,822 243,918 10.5 ―

　国内受注は、前年同四半期比で増加しました。新設事業では、標準機種の受注が堅調に推移しましたが、前年

同四半期累計期間での大型案件受注の反動により、前年同四半期比で微減となりました。一方、アフターマーケ

ット事業では、既設昇降機の更新を行うモダニゼーション工事は、新生活様式に対応した商品・サービスや新モ

ダニパッケージ「スマアップ」などの新商品投入により増加、昇降機の整備・維持を行う保守は堅調に推移しま

した。

　海外受注は、東アジアでは、台湾、韓国では新設工事が増加したものの、中国でのロックダウンおよび不動産

不況下での新設工事が減少しました。南アジアでは、シンガポール、インドネシアでのモダニゼーション工事の

減少に対し、シンガポール、インドでの新設工事が増加しました。米州・欧州では、カナダでの新設工事が減少

しましたが、米国での新設工事、英国での新設工事およびモダニゼーション工事が増加しました。

（金額単位：百万円未満切捨て）

前第３四半期
連結累計期間

当第３四半期
連結累計期間

増減率（%）
為替の影響を除
く実質増減率

（%）
（2021年４月１日～
　2021年12月31日）

（2022年４月１日～
　2022年12月31日）

　売上高 137,041 150,755 10.0 ―

国 内 52,639 53,579 1.8 ―

海 外 84,402 97,176 15.1 1.0

　営業利益 12,051 7,201 △40.2 ―

　経常利益 13,618 9,371 △31.2 ―

　親会社株主に帰属する
　四半期純利益

9,843 5,084 △48.3 ―

　１株当たり四半期純利益 121.22円 64.04円 ― ―
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　当四半期連結累計期間の業績は、売上高は増加しましたが、日本および東アジアで営業利益が減少し、前年同

四半期比で増収減益となりました。円安による為替差益の増加で営業外収支が増加したにも関わらず、営業利益

の減少により、経常利益は減少しました。税金等調整前四半期純利益は、英国子会社ののれんの減損損失計上な

どで減少しました。

　以上の結果、親会社株主に帰属する四半期純利益は、減少しました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりです。

第１四半期連結会計期間より、フジテック アルゼンチーナ S.A.を連結の範囲に含めたことに伴い、従来「北

米・欧州」としていた報告セグメントの名称を「米州・欧州」に変更しております。なお、前年同四半期について

も、変更後のセグメント名称で記載しています。

（金額単位：百万円未満切捨て）

売 上 高 営業利益または営業損失

前第３四半期
連結累計期間

当第３四半期
連結累計期間

増減率
（％）

為替の影
響を除く
実質増減
率（％）

前第３四半期
連結累計期間

当第３四半期
連結累計期間

増減額

為替の影
響額を除
く実質増
減額

日 本 54,638 55,489 1.6 ― 4,021 △31 △4,052 ―

東アジア 58,103 60,823 4.7 △8.6 5,111 3,398 △1,712 △2,171

南アジア 12,332 17,133 38.9 22.8 1,941 2,848 907 563

米州・欧州 19,763 26,884 36.0 20.0 1,024 1,120 95 △25

小 計 144,838 160,331 10.7 ― 12,099 7,337 △4,762 ―

調 整 額 △7,796 △9,575 ― ― △47 △135 △88 ―

合 計 137,041 150,755 10.0 ― 12,051 7,201 △4,850 ―

（日 本）

　前年同四半期比で増収減益となりました。売上高は、モダニゼーション工事では第１四半期の上海ロックダウ

ンに伴う部品調達の停滞の影響が残り減収となりましたが、新設工事は大型プロジェクトの進捗により増加、ま

た保守も堅調に推移し、増収となりました。営業利益では、新設工事では急激な原材料コスト上昇により採算が

低下し、モダニゼーション工事では売上減少により利益減となったため、営業損失となりました。

（東アジア）

　前年同四半期比で増収減益（為替の影響を除くと減収減益）となりました。売上高は、中国でのロックダウン

による出荷台数減の影響で新設工事が減少し、香港、韓国では主にモダニゼーション工事が減少しましたが、香

港、韓国での新設工事の増加に加え、円安による邦貨換算額が増加したことにより、増収となりました。営業利

益は、中国では新設事業での売上減少や原材料高騰などの影響で採算が低下し、香港ではアフターマーケット事

業での売上減少が影響し、減益となりました。

（南アジア）

　前年同四半期比で増収増益となりました。売上高は、新設事業ではインドネシアの減少に対し、シンガポール

およびインドで増加し、アフターマーケット事業ではシンガポールでの修理工事の増加により、増収となりまし

た。営業利益は、インドでは新設事業での原材料費の高騰および工事損失引当金の計上などにより減少しました

が、シンガポールではアフターマーケット事業の売上増加、インドネシアでは新設事業の採算改善が寄与したこ

とにより、増益となりました。

（米州・欧州）

　前年同四半期比で増収増益（為替の影響を除くと増収減益）となりました。売上高は、新設事業が米国および

英国で増加し、アフターマーケット事業は、各国ともに堅調に推移し、さらにフジテック アルゼンチーナ

S.A.の連結加入により増加しました。営業利益は、米国、カナダでのアフターマーケット事業での保守の人件費

増加などにより、採算が悪化しましたが、円安により邦貨換算額では増益となりました。
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②財政状態の状況

　当第３四半期連結会計期間末における総資産額は、2,442億７百万円となり、前連結会計年度末に比べ235億98

百万円増加しました。これは主に、受取手形、売掛金及び契約資産、原材料及び貯蔵品などの棚卸資産が増加し

たことによります。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ165億21百万円増加し、966億47百万円となりました。これは主に、支払

手形及び買掛金、短期借入金、前受金が増加したことによります。

　純資産額は、1,475億59百万円となり、前連結会計年度末に比べ70億77百万円増加しました。これは、自己株

式の取得79億62百万円、配当金の支払い64億27百万円に対し、親会社株主に帰属する四半期純利益50億84百万

円、連結範囲の変動に伴う利益剰余金の増加14億70百万円、為替換算調整勘定の増加125億78百万円、非支配株

主持分の増加19億32百万円によります。また、当第３四半期連結会計期間末の自己資本比率は53.5％（前連結会

計年度末比3.4ポイント減）となり、１株当たり純資産額は1,669.06円（同119.23円増）となりました。

（２）事業上および財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更ならびに新たに発生

した課題はありません。

（３）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、19億88百万円であります。このうち、日本におい

て19億28百万円、東アジアを中心とした海外において59百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。

（４）資本の財源および資金の流動性についての分析

当社グループは、運転資金および設備投資資金については、内部資金または借入により調達しています。こ

のうち、運転資金の借入による調達は、期限が一年以内の短期借入金で、各々の連結会社が運転資金として使

用する現地通貨で調達することが一般的であります。2022年12月31日現在、短期借入金残高は97億18百万円で

あります。これに対して、生産設備などの長期資金の借入による調達は、原則として、長期借入金で行ってい

ます。2022年12月31日現在、長期借入金残高は２億６百万円であり、主に「信託型従業員持株インセンティ

ブ・プラン（E-Ship）」の導入に伴う信託口における金融機関からの借入金であります。

当社グループは、営業活動から得られるキャッシュ・フローおよび借入、必要に応じて資本市場等よりの調

達により、当社グループの成長を維持するために将来必要な運転資金および生産設備などの長期資金を調達す

ることが可能と考えています。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 82,400,000 82,400,000
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は100株

計 82,400,000 82,400,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2022年10月１日
～2022年12月31日

― 82,400 ― 12,533 ― 14,565

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載する

ことができませんので、直前の基準日である2022年９月30日の株主名簿により記載しています。

① 【発行済株式】

　 2022年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ― ―

3,098,700

完全議決権株式(その他)
普通株式

792,805 ―
79,280,500

単元未満株式
普通株式

― ―
20,800

発行済株式総数 82,400,000 ― ―

総株主の議決権 ― 792,805 ―

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,500株および信託型

従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship）として保有する120,500株が含まれています。また、「議

決権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数15個および信託型従業員持株インセンテ

ィブ・プラン（E-Ship）の完全議決権株式に係る議決権の数1,205個が含まれています。

２ 「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式89株が含まれています。
　

② 【自己株式等】

　 2022年12月31日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

（自己保有株式）
フジテック株式会社

滋賀県彦根市宮田町591番
地１

3,098,700 ― 3,098,700 3.76

計 ― 3,098,700 ― 3,098,700 3.76

(注)自己株式は、2022年８月19日に実施した譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分により、8,446株減少してお

ります。

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しています。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2022年10月１日から2022年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2022年４月１日から2022年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けています。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 76,956 73,288

受取手形、売掛金及び契約資産 66,123 80,310

商品及び製品 3,812 5,197

仕掛品 2,281 4,093

原材料及び貯蔵品 9,004 13,708

その他 8,213 9,809

貸倒引当金 △3,119 △3,157

流動資産合計 163,273 183,250

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 19,108 20,347

機械装置及び運搬具（純額） 3,864 5,364

工具、器具及び備品（純額） 2,434 2,805

土地 6,849 6,890

リース資産（純額） 640 527

建設仮勘定 2,386 936

有形固定資産合計 35,283 36,872

無形固定資産

のれん 1,227 1,708

その他 3,609 3,991

無形固定資産合計 4,837 5,700

投資その他の資産

投資有価証券 8,356 9,643

長期貸付金 26 27

その他 8,960 8,849

貸倒引当金 △127 △136

投資その他の資産合計 17,215 18,384

固定資産合計 57,335 60,957

資産合計 220,609 244,207
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 16,637 21,612

電子記録債務 3,149 4,170

短期借入金 3,493 9,718

未払法人税等 2,035 1,681

賞与引当金 3,288 1,981

工事損失引当金 10,169 9,456

その他の引当金 2,147 2,307

前受金 22,428 26,987

その他 11,342 13,691

流動負債合計 74,691 91,607

固定負債

長期借入金 381 206

退職給付に係る負債 4,272 4,069

その他 781 764

固定負債合計 5,435 5,040

負債合計 80,126 96,647

純資産の部

株主資本

資本金 12,533 12,533

資本剰余金 14,474 14,482

利益剰余金 104,649 104,777

自己株式 △2,267 △9,933

株主資本合計 129,391 121,860

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,475 2,266

繰延ヘッジ損益 17 △10

為替換算調整勘定 △5,794 6,783

退職給付に係る調整累計額 △607 △272

その他の包括利益累計額合計 △3,908 8,766

新株予約権 35 35

非支配株主持分 14,964 16,897

純資産合計 140,482 147,559

負債純資産合計 220,609 244,207
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

売上高 137,041 150,755

売上原価 104,063 121,043

売上総利益 32,978 29,712

販売費及び一般管理費 20,926 22,511

営業利益 12,051 7,201

営業外収益

受取利息 623 728

受取配当金 356 218

為替差益 259 1,100

その他 570 421

営業外収益合計 1,809 2,470

営業外費用

支払利息 71 122

貸倒引当金繰入額 93 65

その他 77 112

営業外費用合計 242 299

経常利益 13,618 9,371

特別利益

固定資産売却益 15 15

投資有価証券売却益 103 10

補助金収入 468 259

特別利益合計 588 285

特別損失

固定資産除売却損 27 19

減損損失 ※1 13 ※1 1,107

投資有価証券売却損 － 0

投資有価証券評価損 43 0

関係会社株式評価損 － 1

関係会社出資金評価損 22 －

感染症関連損失 58 －

特別損失合計 164 1,129

税金等調整前四半期純利益 14,042 8,527

法人税、住民税及び事業税 2,679 1,706

法人税等調整額 478 975

法人税等合計 3,158 2,681

四半期純利益 10,884 5,845

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,040 761

親会社株主に帰属する四半期純利益 9,843 5,084

　



― 13 ―

【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

四半期純利益 10,884 5,845

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 24 △208

繰延ヘッジ損益 62 △34

為替換算調整勘定 6,773 15,568

退職給付に係る調整額 201 335

その他の包括利益合計 7,062 15,661

四半期包括利益 17,946 21,506

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 15,647 18,903

非支配株主に係る四半期包括利益 2,299 2,603
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

第１四半期連結会計期間より、フジテック アルゼンチーナ S.A.は重要性が増したため、連結の範囲に含めて

います。

また、当第３四半期連結会計期間より、当社グループの完全子会社であるフジテック インディア PRIVATE LTD.

を通じての株式取得によりExpress Lifts Limitedを連結の範囲に含めています。

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 減損損失

前第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

重要な減損損失はありません。

当第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

重要な減損損失は以下の通りです。

場所 用途 種類 減損損失(百万円)

英国 ― のれん 1,035

当社グループは、継続的に損益を把握している管理会計上の区分を基礎としてグルーピングを行っています。

Amalgamated Lifts Limitedの株式取得により生じたのれんについて、事業計画を見直した結果、当初想定し

ていた収益が見込めなくなったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損

失に計上しています。なお、回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを13.3％で

割り引いて算定しています。

上記以外の減損損失は、重要性が乏しいため、記載を省略しています。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次の

とおりです。

前第３四半期連結累計期間
　(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
　(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

減価償却費 2,472百万円 2,686百万円

のれんの償却額 92百万円 77百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月22日
定時株主総会

普通株式 3,260 40.00 2021年３月31日 2021年６月23日 利益剰余金

2021年11月10日
取締役会

普通株式 2,037 25.00 2021年９月30日 2021年12月１日 利益剰余金

（注）信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship）として保有する当社株式に対する配当金として、2021

年６月22日定時株主総会決議の配当金の総額には14百万円、2021年11月10日取締役会決議の配当金の総額に

は６百万円を含めています。

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

当第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月23日
定時株主総会

普通株式 3,652 45.00 2022年３月31日 2022年６月24日 利益剰余金

2022年11月８日
取締役会

普通株式 2,775 35.00 2022年９月30日 2022年12月１日 利益剰余金

（注）信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship）として保有する当社株式に対する配当金として、2022

年６月23日定時株主総会決議の配当金の総額には８百万円、2022年11月８日取締役会決議の配当金の総額に

は４百万円を含めています。

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

当社は、2022年３月１日の取締役会の決議に替わる書面決議に基づき、当第３四半期連結累計期間において

自己株式2,833,800株を7,961百万円で取得しました。この取得等により、当第３四半期連結会計期間末におい

て自己株式は9,933百万円となりました。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント

調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)日本 東アジア 南アジア 米州・欧州 計

売 上 高

外部顧客への売上高 52,711 52,263 12,332 19,734 137,041 － 137,041

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,927 5,840 － 28 7,796 △7,796 －

計 54,638 58,103 12,332 19,763 144,838 △7,796 137,041

セグメント利益 4,021 5,111 1,941 1,024 12,099 △47 12,051

（注）１．セグメント利益の調整額△47百万円には、セグメント間取引消去0百万円および棚卸資産の調整額△48百

万円が含まれています。

　 ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要な発生および変動はありません。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント

調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)日本 東アジア 南アジア 米州・欧州 計

売 上 高

外部顧客への売上高 53,604 53,164 17,130 26,856 150,755 － 150,755

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,885 7,659 3 27 9,575 △9,575 －

計 55,489 60,823 17,133 26,884 160,331 △9,575 150,755

セグメント利益
又は損失（△）

△31 3,398 2,848 1,120 7,337 △135 7,201

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△135百万円には、セグメント間取引消去6百万円および棚卸資産

の調整額△142百万円が含まれています。

　 ２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。
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２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「米州・欧州」のセグメントにおいて、Amalgamated Lifts Limitedに係るのれんの減損損失1,035百万円を計

上しています。

（のれんの金額の重要な変動）

「米州・欧州」のセグメントにおいて、のれんの減損損失を計上したことによりのれんの金額に重要な変動が

生じています。当該事象によるのれんの減少額は1,046百万円です。

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの完全子会社であるフジテック インディア PRIVATE LTD.

を通じて、Express Lifts Limitedの発行済み全株式を取得したことにより、連結の範囲に含めています。当該

事象により、「南アジア」において、のれんが1,554百万円増加しています。なお、のれんの金額は、当第３四

半期連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定された金額であります。

３．報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期連結会計期間より、フジテック アルゼンチーナ S.A.を連結の範囲に含めたことに伴い、従来

「北米・欧州」としていた報告セグメントの名称を「米州・欧州」に変更しております。なお、前年同四半期に

ついても、変更後のセグメント名称で記載しています。

(企業結合等関係)

取得による企業結合

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称およびその事業の内容

①被取得企業の名称 Express Lifts Limited

事業の内容 昇降機の製造・販売・据付・保守・修理

②被取得企業の名称 Elevadores EV International, S.A. de C.V.

事業の内容 昇降機の製造・販売・据付・保守・修理

(2) 企業結合を行った主な理由

①当社は、著しい成長が見込まれるインド昇降機市場において、更なる事業拡大を目指しております。この

実現に向けて、インド西部のグジャラート州アーメダバード市近郊に工場を有し、同州でトップシェアを

誇る、Express Lifts Limitedの発行済み全株式を取得し、更なる生産能力の拡大と事業基盤の強化を図る

こととしました。

②当社は、米州での更なる事業拡大を目指しております。Elevadores EV International, S.A. de C.V.はメ

キシコのティファナに工場を有し、北米の昇降機業者への輸出実績が豊富であると共に、メキシコ国内に

おいても、メキシコのローカルブランドとしてトップシェアを誇ります。同社の子会社化により、同社が

製造する機器を活用して、北米でのコスト競争力を強化し、北米での更なる事業拡大を図ることとしまし

た。

なお、当社はElevadores EV International, S.A. de C.V.を非連結子会社としております。

(3) 企業結合日

①2022年９月20日（株式取得日）

2022年９月30日（みなし取得日）

②2022年12月６日（株式取得日）

2022年12月31日（みなし取得日）

(4) 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得
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(5) 結合後企業の名称

①変更はありません。なお、フジテック EXPRESS LIMITEDへの社名変更を予定しております。

②変更はありません。

(6) 取得した議決権比率

①100％

②85％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

①当社が当社グループの完全子会社であるフジテック インディア PRIVATE LTD.を通じて、現金を対価とし

て株式を取得したことによるものです。

②当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

貸借対照表のみを連結しており、当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に被取得企業の

業績は含まれておりません。

３．被取得企業の取得原価および対価の種類ごとの内訳

当事者間の合意により非開示とさせていただきます。

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法および償却期間

(1) 発生したのれんの金額

1,554百万円

なお、のれんの金額は、当第３四半期連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫

定的に算定された金額であります。

(2) 発生原因

今後の事業展開によって期待される超過収益力であります。

(3) 償却方法および償却期間

効果の発生する期間において均等償却する予定ですが、償却期間については算定中であります。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

（単位：百万円）

報告セグメント

合 計

日本 東アジア 南アジア 米州・欧州

新設 17,287 36,145 3,249 5,277 61,959

アフターマーケット 35,316 14,535 9,063 14,453 73,368

その他 107 1,582 20 3 1,713

顧客との契約から生じる収益 52,711 52,263 12,332 19,734 137,041

外部顧客への売上高 52,711 52,263 12,332 19,734 137,041

当第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

（単位：百万円）

報告セグメント

合 計

日本 東アジア 南アジア 米州・欧州

新設 18,937 36,806 5,774 7,632 69,150

アフターマーケット 34,641 15,690 11,170 19,193 80,695

その他 24 668 185 30 908

顧客との契約から生じる収益 53,604 53,164 17,130 26,856 150,755

外部顧客への売上高 53,604 53,164 17,130 26,856 150,755

（注）第１四半期連結会計期間より、フジテック アルゼンチーナ S.A.を連結の範囲に含めたことに伴い、従来

「北米・欧州」としていた報告セグメントの名称を「米州・欧州」に変更しております。なお、前年同四半期

についても、変更後のセグメント名称で記載しています。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定

上の基礎は、以下のとおりです。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 121円22銭 64円04銭

　（算定上の基礎）

　 親会社株主に帰属する
　 四半期純利益金額

(百万円) 9,843 5,084

　 普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

　 普通株式に係る親会社株主に
　 帰属する四半期純利益金額

(百万円) 9,843 5,084

　 普通株式の期中平均株式数 (千株) 81,207 79,396

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 121円16銭 64円01銭

　（算定上の基礎）

　 親会社株主に帰属する
　 四半期純利益調整額

(百万円) － －

　 普通株式増加数 (千株) 38 38

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株
式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも
のの概要

― ―

（注）１ 前第３四半期連結累計期間の普通株式の期中平均株式数について、その計算において控除する自己株

式に、信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship）として保有する当社株式（前第３四半期

連結会計期間末221,900株）を含めています。なお、当該信託として保有する当社株式の期中平均株

式数は、前第３四半期連結累計期間において302,703株です。

　 ２ 当第３四半期連結累計期間の普通株式の期中平均株式数について、その計算において控除する自己株

式に、信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship）として保有する当社株式（当第３四半期

連結会計期間末73,500株）を含めています。なお、当該信託として保有する当社株式の期中平均株式

数は、当第３四半期連結累計期間において143,616株です。

(重要な後発事象)

（自己株式の消却）

当社は、2023年２月８日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式を消却することを

決議いたしました。

(1) 消却する株式の種類 ：当社普通株式

(2) 消却する株式の総数 ：3,500,000株（消却前の発行済株式総数に対する割合 4.25％）

(3) 消却予定日 ：2023年２月15日

(4) 消却後の発行済株式総数：78,900,000株

２ 【その他】

第76期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）の中間配当については、2022年11月８日開催の取締役会に

おいて、2022年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを

決議しました。

(1)中間配当による配当金の総額 2,775百万円

(2)１株当たりの金額 35円00銭

(3)支払請求権の効力発生日および支払開始日 2022年12月１日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2023年２月10日

フジテック株式会社

取締役会 御中

太陽有限責任監査法人

　大阪事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 古 田 賢 司 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 吉 永 竜 也 ㊞

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているフジテック株式

会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(2022年10月１日から2022年12

月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2022年４月１日から2022年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行

った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、フジテック株式会社及び連結子会社の2022年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

　



四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に

おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2023年２月10日

【会社名】 フジテック株式会社

【英訳名】 FUJITEC CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 岡田 隆夫

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 滋賀県彦根市宮田町591番地１

（上記は本社の所在地であり、実際の経理業務は下記で行っておりま

す。）

（ビッグフィット）

大阪府茨木市庄一丁目28番10号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

フジテック株式会社 東京本社

(東京都港区白金一丁目17番３号)

フジテック株式会社 ビッグフィット

　（大阪府茨木市庄一丁目28番10号）

（注）当社ビッグフィットは、金融商品取引法の規定による縦覧に供

する場所ではありませんが、投資家の便宜のため縦覧に供する場所と

しております。

　



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長 岡田 隆夫は、当社の第76期第３四半期（自 2022年10月１日 至 2022年12月31日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

特記すべき事項はありません。
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